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2019（令和元）年度 掛川市地域協働経済支援買物券（パートナーシップ買物券）交付事業① 

 

住宅リフォーム工事を 
助成します!! 

 

 

対象工事費用の 10％相当（最大 10 万円分） 
なお、申請合計額が助成総額 1,500 万円を上回った場合、各件の交付額を減額調整します。 

掛川市内の中小建築関連事業者に発注して住宅リフォーム工事を行った場合、その費用の一部を

パートナーシップ買物券（市内商店等約 600 店で利用可能、有効期間 6 ヶ月）で助成します。 

※買物券は、助成対象工事完了報告書の審査終了後に申請者あて郵送します。発行は奇数月の月末。 

■助成対象工事  省エネ、ユニバーサルデザイン（ＵＤ）化、住宅の長寿命化、防災対策のいずれかを目的とした、

工事金額（消費税等込）10 万円以上の、住宅の修繕、改良および増改築工事 

1.省エネルギー化 2.ＵＤ化 3.住宅の長寿命化 4.防災対策 

・外壁、床、屋根、天井、
窓ガラスの断熱化 

・高効率給湯器（エコキュ
ート等）の設置  など 

 

・床の段差解消工事 
・引き戸への取替工事 
・トイレ、浴室、廊下、玄
関等へ手すり設置 

・洋式便器への交換 など 

・屋根の葺き替え工事 
・外壁の塗り替え工事 
・床、壁の張り替え工事 
・間取り変え（増・減築） 
・畳の張り替え  など 

・家具転倒防止金具の設置 
・耐震補強工事  など 

※1～4.いずれの工事も他の
掛川市補助事業等との併
用はできません。 

■助成対象者    助成対象住宅に居住する者で、市税の滞納や市の各種融資制度の償還に滞納等がないこと。 

ただし、平成 25 年度から 30 年度において本制度を利用された世帯を除く。 

■助成対象住宅  掛川市内にある助成対象者が自ら居住する住宅（賃貸物件は対象外）。店舗等併用住宅の場合は、

自己の居住の用に供する部分のみ対象。 

■施工業者      一年以上の営業実績を有する建築関連事業者で、掛川市内に本社または本店が登録されている法

人および個人事業者。 

■申請手続き    以下の書類等をご準備の上、下記期間内に、受付窓口にご提出ください。 

①交付申請書（様式第 1 号）②事業計画書（様式第 2号）③工事見積書または請負契約書の写し 

④固定資産税課税明細書（写）、家屋登記簿謄本、市建物評価証明書（写）のいずれか一つ 

⑤住民票（申請者分 ※マイナンバーが記載されていないもの） 

⑥施工前現場写真（工事予定箇所を明確に記録したもの） ⑦住宅位置図（地図） 

⑧施工業者が市内中小企業であることを証明する書類 ＊詳しくは商工団体にお問合せ下さい 

■申請受付   令和元年 6 月 5 日(水)～10 日(月) 
各日とも 午前 9 時～午後 4 時  ※ただし、6 月 9 日(日)を除く 

※申請書類（様式）は、申請受付窓口（以下の３ヶ所）および掛川市役所産業労働政策課（℡21-1124）に設置

しています。また、掛川商工会議所 HP からダウンロードできます。 

■受付窓口   掛川商工会議所、掛川みなみ商工会・大須賀支所 
（問合せ先）   掛川 551-2／℡22-5151    大坂 2882／℡72-2701      西大渕 63／℡48-2262 

注意事項／助成決定後（令和元年 6 月下旬）に着工し、12 月末日までに完了する工事が対象です。 

助成総額 1,500 万円 
申請多数の場合、金額調整 
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様式第１号                                                           №        

 

地域協働経済支援買物券交付事業交付申請書 

（住宅リフォーム支援事業） 

 

                                                              令和元年  月  日 

 

 掛川市地域協働経済支援協議会 

 会 長  掛川商工会議所会頭 

 

〒       － 

                                             住  所 

                                      申請者 氏  名                              ○印  

                       生年月日 

                                              電話番号 

 

令和元年度において地域協働経済支援買物券交付事業（住宅リフォーム支援事業）の交付を 

受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

 １  買物券交付申請額              円 

  ２ 事業計画書   別紙「様式第２号」のとおり 

  ３ 工事見積書又は請負契約書（工事内容がわかるもの）の写し 

 ４ 固定資産税課税明細書の写し 

   （紛失した場合は、名寄帳や市建物評価証明書、家屋登記簿の写しのいずれかひとつ） 

５  住民票（申請者分 ※マイナンバーが記載されていないもの） 

 ６ 施工前現場写真（工事予定箇所を明確に記録したもの） 

７  施工する住宅付近の地図 

 ８ ＜施工業者が商工団体の会員企業ではない場合＞ 

   （法人企業） 商業登記簿謄本（登記事項証明書）の写し 

   （個人企業） 所得税確定申告書控えの写し及び青色決算書（または収支内訳書）の写し 
 

  【個人情報保護法に基づく承諾】 

本申請にあたり、私に関する種々の個人情報については、本制度の手続き一切に関する 

限り、掛川市、掛川商工会議所、掛川みなみ商工会に提供し、審査、検査、各種連絡等 

のために利用されることを承諾致します。 

 

                     ★  申請者氏名              ○印    

 

 
 

  
 市記入欄 

 産業労働政策課  市 民 課  市 税 課  福 祉 課  都市政策課    

      

 

すべて書類はA4判

で統一して下さい。 
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様式第２号                                             申請者住所            

                                                       申請者氏名            

 

事 業 計 画 書 
 

 交付対象住宅の所在地  

 所 有 者 氏 名  

 

 

 

 工 事 内 容 

 記載例）・トイレ洋式化  ・屋根葺き替え工事 ○○㎡ 

     ・外壁断熱化工事一式等 ○○㎡ など 

 予定工事期間  令和元年  月  日  ～  令和元年  月  日 

※工事期間は、助成内定通知受領後から令和元年12月末日の間で記載 

 工 事 区 分 

 

 ※該当する番号に○を 

   つけてください 

    １ 

 

  省エネ対策 

    ２ 

 

ユニバーサル 

デザイン 

    ３ 

 

長寿命化対策 

    ４ 

 

  防災対策 

  本申請にあたり、 

  その他の市補助金 

  申請状況 

 ※該当する番号に○を 

   つけてください 

 １ 

 

  掛川市日常 

  生活用具費 

  助成費事業 

 ２ 

 

  掛川市木造 

  住宅耐震 

  補強工事費 

 ３ 

 

   掛川市家庭 

   内設置物転 

   倒防止事業 

    ４ 

 

  該当なし 

 

工事見積金額（税込） 

 

                                     円（Ａ） 

 ※上記の補助金との重複申請はできません。併用した場合は、対象工事金額から差し引  

  いてください。 

 

 

 買物券交付申請額 

                                     円（ Ａ ×１／10 ） 

 ※対象工事は、10万円（税込）以上の工事となります。 
 ※交付額は上記工事金額 Ａ の10％とし、10万円（千円未満は切り捨て）を限度。 
 ※申請後、追加工事等により工事金額が増えても増額されませんが、工事金額が減額し  
  た場合は、減額の変更申請をしてください。 

 

  上記工事を、請け負うことを証明します。 

                  住   所 

                  事 業 所 名 

                  代表者氏名                  ○印  

                  電   話 
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様式第３号                                                           №        

 

地域協働経済支援買物券交付事業計画変更承認申請書 

（住宅リフォーム支援事業） 

 

                                                              令和元年  月  日 

 

 掛川市地域協働経済支援協議会 

 会 長  掛川商工会議所会頭 

 

                                      

      〒       － 

住  所 

                                      申請者 氏  名                              ○印  

                       生年月日 

                                              電話番号 

 

令和元年  月  日付け 掛地協31リ第     号により交付の決定を受けた地域協働経済支援買

物券交付事業（住宅リフォーム支援事業）の計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう関係

書類を添えて申請します。 

 

 

 １  計画変更の理由  別紙のとおり 

  ２ 変更の内容    別紙「様式第４号」のとおり 

 ３ 変更後の工事見積書または、変更請負契約書（工事内容がわかるもの）の写し 

 

 

 

※ 本書は、交付決定を受けた工事内容に大幅な変更（施工金額が20％以上増減した場合を含む）が

生じた際にご提出下さい。なお、助成金額に変更（減額）が生じる際は、必ずご提出下さい。 

助成金額に変更はないが、工事施工代金に変更が生じた場合は、変更見積書または請求書（工事

明細書）を完了報告書に添付して下さい。 
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様式第４号                                              申請者住所            

                                                        申請者氏名            

 

変 更 事 業 計 画 書 
 

 

 工事の変更内容、 

    中止及び理由など 

 

 工 事 区 分 

 

 ※該当する番号に○を 

   つけてください 

    １ 

 

  省エネ対策 

    ２ 

 

ユニバーサル 

デザイン 

    ３ 

 

長寿命化対策 

    ４ 

 

  防災対策 

 

 他の市の補助金申請状況 

 

 ※該当する番号に○を 

   つけてください 

    １ 

 

  掛川市日常 

  生活用具費 

  助成費事業 

    ２ 

 

  掛川市木造 

  住宅耐震 

  補強工事費 

    ３ 

 

  掛川市家庭 

  内設置物転 

  倒防止事業 

    ４ 

 

  該当なし 

  変 更 前  変 更 後 

 交付対象工事金額(税込)                         円                     円 

 交 付 申 請 額                         円               円 

 

 

 工 事 期 間 

 令和元年  月  日 

 

 ～ 

 

 令和元年  月  日 

 令和元年  月  日 

 

  ～ 

 

 令和元年  月  日 

 

 

  上記工事を、請け負うことを証明します。 

                  住   所 

                  事 業 所 名 

                  代表者氏名                ○印  

                  電   話 
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様式第５号                                                           №        

 

地域協働経済支援買物券交付事業完了報告書 

（住宅リフォーム支援事業） 

 

                                                                年  月  日 

 

 掛川市地域協働経済支援協議会 

 会 長  掛川商工会議所会頭 

 

〒       － 

住  所 

                                      申請者 氏  名                              ○印  

                       生年月日 

                                              電話番号 

 

令和元年    月    日付け掛地協31リ第        号により交付の決定を受けた地域協働経済支援

買物券交付事業（住宅リフォーム支援事業）が完了したので、関係書類を添えて申請します。 

 

  １ 完了年月日              令和  年  月  日 

  ２ 事業実績書         別紙「様式第６号」のとおり 

  ３ 工事代金支払領収書の写し 

  ４ 工事写真（施工中及び施工後） 

 ５ 補助金交付申請書と相違した場合は、その理由 

  ６ 交付決定を受けた額                       円 

  ７ その他 

 

  上記報告事項について審査しました。 

                年  月  日 

                                     審査（検査）担当者 氏    名   

 

  審査結果の意見 
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様式第６号                                              申請者住所            

                                                        申請者氏名            

 

事 業 実 績 書 
 

 交付対象住宅の所在地  

 工 事 期 間      令和元年  月  日  ～  令和元年  月  日 

 

 

 工 事 内 容 

 

 申 請 時  実  績 

 

 工事金額(税込)             円 

 工事金額(税込) 

 （領収書金額）               円 

 

 交付決定額                          円 

 工事金額に対する 

 買物券の額                            円 

※工事金額に対する買物券の額は、交付決定額と同額、もしくは減額かご確認下さい。 

※工事金額が申請時より多くなった場合でも、買物券の金額は交付決定時の金額での交付と

なります（増額変更はできません）。 

※工事金額が申請時より減額となった場合は、再計算した金額となりますので、交付決定時

の金額より減額した金額での交付となります。 

※助成金額に変更なく、工事施工代金が変更した場合は、変更見積書または請求書（工事明細

書）を完了報告書に添付して下さい。 
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様式第７号 

 

買 物 券 請 求 書 

 

 

  買物券           円 

ただし、令和  年  月  日付け掛地協31リ第     ‐1号により買物券の交付の確定を受けた

地域協働経済支援買物券（住宅リフォーム支援事業）として、上記のとおり請求します。 

 

 

                                                             令和  年  月  日 

 掛川市地域協働経済支援協議会 

 会 長  掛川商工会議所会頭 

 

                                             住  所 

                                      請求者 

                       氏  名                              ○印  
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様式第８号 

 

辞 退 届 

 

                                                             令和  年  月  日 

 

 掛川市地域協働経済支援協議会 

 会 長  掛川商工会議所会頭 

 

〒       － 

                                             住  所 

                                      申請者 氏  名                              ○印 

                       生年月日 

                                              電話番号 

 

地域協働経済支援買物券交付事業（住宅リフォーム支援事業）について、以下のとおり辞退します。 

 

 １ 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 ※辞退届を提出する必要がある場合は次のとおり 

  ・令和元年12月末日までに工事の完了ができないことが明らかとなった場合 

  ・交付の対象の要件を満たさないことが明らかとなった場合 

  ・その他の理由により、事業の交付を辞退する場合 




